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第 1 章  序 論 
 
1.1  研究背景と研究目的 

































































































表 1－1 貯水池土砂管理手法の概要 




















※平成 13 年現在： 




































































































ことになる9)．また，我が国においても，100 万 m3以上の貯水容量を有する日本全国の 729 ダムに
ついて調査が実施された結果，1994 年 3 月末現在，総貯水容量約 173 億 m3に対する総堆砂量は約
12 億 m3で，1 ダム当たりの総貯水容量に占める堆砂量の平均割合（全堆砂量）は 6.9%である10)．











1 億 m3はダム等に捕捉され，残りの 1 億 m3が下流河川へ流出している．現在，日本の海岸線約 3















































図 1－1 日本の土砂収支 2) 
 －7－
1.2  本論文の構成 
 本論文が研究対象とする恒久的な土砂対策手法は，表 1－1に示すもののうち，今後のダム再編


























りも経済的に有利となる条件に関して検討する．これにより，「 MASCAPMARCAP // ～ 」図
（CAP：総貯水容量，MAR：平均年間流入量，MAS：平均年間土砂流入量）上にて排砂バイ
パスの適用が望ましい範囲を図示する． 





シングを検討するモデルとしては RESCON モデルを使用する．RESCON モデルとは，1999 年 12 月に
世界銀行が貯水池の持続的管理の実現可能性の評価を政策レベルで検討するツールとしてスター























を「 MASCAPMARCAP // ～ 」図上にプロットし，治水利水分離型ダム事業とする方がライフ
サイクルコストの面で有利となるダム事業の割合を整理する． 





立 案 す る ． こ こ で は ， 各 貯 水 池 土 砂 管 理 手 法 の 適 用 範 囲 を 図 解 的 に 明 示 し
（「 MASCAPMARCAP // ～ 」図上で整理），各手法適用の定量的な評価が行えるように工夫す
る． 
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第 2 章  貯水池内の微細粒土砂の流動制御に関する研究 
 
















































































捕捉率 =  
 －12－
2.2  モデル貯水池による微細粒土砂流動特性の検討 







Richardson 数を用いた設定や ε−k モデルなどの手法が提案されており，また圧力の設定手法と
しては，静水圧を仮定する手法および非静水圧のモデルを使用する手法が提案されている6)．実務
レベルでは，解析時間や煩雑さより，一定値や Richardson 数を用いた渦動粘性係数および静水圧























UB        (2.1) 















































∂        (2.3) 
ここに， t：時間， 0ρ ：基準密度，P：平均圧力， mxD ：x方向の渦動粘性係数， 



































iiii 0  (2.4) 
ここに， iC ：i 番目代表粒径の SS 濃度， iv0 ：i 番目代表粒径の懸濁粒子の平均沈降速









dgv （Stokes 式）     (2.5) 

































∂  (2.6) 









∂=       (2.7) 
ここに， SV ：自由表面での鉛直方向の幅平均流速成分， SU ：自由表面での流下方向の
幅平均流速成分， h  ：水深 
 
(流水密度ρを規定する式) 
( )TCf ,=ρ        (2.8) 
 ここに， C：全部の代表粒径を合計した濁水濃度 
本解析で使用した定数を表 2－1に，有限要素法の模式図を図 2－2～図 2－3に示す． 
表 2－1 定数表 


























































































































量は 15,000 千 m3一定とし，河床勾配に関して表 2－2に示す 3ケースを考える．なお，モデル貯






























表 2－2 貯水池形状設定ケース（V=15,000 千 m3） 








堤体側水深 H 33.54m 47.43m 58.10m 
貯水池長さ L 6,708m 4,743m 3,873m 
(2) 洪水規模（回転率） 
検討に用いる流入ハイドロは，山間部での洪水調査に基づいて Hager9)が提案した次式の流入ハ














⎛ −= 1exp      (2.9) 
























図 2－7 流入ハイドロモデル 
 
表 2－3 洪水規模設定ケース 
 Case1 Case2 Case3 
回転率β 0.5 1.0 2.0 
総流入量(m3) 7,500,000 15,000,000 30,000,000 
ピーク流量(m3/s) 200 400 800 
 －18－
(3) 流入 SS 濃度 
流入 SS 特性は次式により与える． 
nQC α=        (2.10) 
1+α= nS QQ        (2.11) 
ここに，C：SS 濃度(g/m3)， SQ ：SS 輸送量(g/s)，Q：流入量(m3/s)， n,α ：定数である． 
ここでは，上式中の 1=n とし，角ら10)の検討を参考に，下表のとおり SS ピーク濃度を設定した． 
 
表 2－4 流入 SS 濃度設定ケースα 
 Case1 Case2 Case3 
回転率β 0.5 1.0 2.0 
Qpeak 200 400 800 
α=5 1,000 2,000 4,000 














       (2.12) 
ここに， spt ：濁度のピーク発生時刻である． 
(4) SS の中央粒径 
本解析では 5つの SS 粒径に対してシミュレーションを実施する．ここでは，取り扱いの容易さ
を考慮し，対象 SS の粒径の大きさを表すパラメータとして，5つの SS 粒径の中央値（5種類の値
の中央値）を考える． 
なお，柏井11)によると，全国の実績ダムに流入する SS 成分の観測値の平均値は，表 2－5 のと
おりであり，ダムサイトにおける SS 成分の粒径としては，概ね 3～40μm を設定すれば適当であ
ることがわかる． 






 以上より，SS 粒径の中央値として 20μm を中心に下表のとおり 3ケース設定する． 
 
表 2－6 SS 中央粒径設定ケース 
 Case1 Case2 Case3 
SS成分の 
中央値(μm) 
15 20 30 
 
(5) 粒度分布の範囲 




表 2－7 SS 粒径分布ケース設定（対象粒径の間隔Δd） 
Case1：均一粒径 Case2：狭い分布 Case3：広い分布 
Δd=0.00μm Δd=3.75μm Δd=7.50μm 
 


















量 Hd をパラメータとする． 
 
表 2－8 放流管設置標高ケース設定 
 Case1 Case2 Case3 
放流管設置標高 
Hd  






図 2－9 放流管設置標高模式図 
 
(7) 放流形式（洪水流量カット率） 
放流は一定量カットルールで行うものとし，ピーク流入量 ipQ とその時の調節量 CQ との比（カ
ット率） ipC QQr = をパラメータとする． 
 
表 2－9 放流量設定ケース 
 Case1 Case2 Case3 
























初期の貯水池内平均水温 mT を 17.5℃と仮定し，流入水温 iT は貯水池内の初期平均水温 mT との
比 mi TT をパラメータとし，以下のとおり設定する（流入水温と貯水池内の平均水温との相対的
な温度差が密度流を支配すると考えられるため）． 
 
表 2－10 流入水温設定ケース 
 Case1 Case2 Case3 




Hy を用い，成層状態に関して下記のとおり 3ケース設定する． 
 

































図 2－11 貯水池内初期水温分布形 模式図 
 －22－















































0.010 1.0 20 20 3.75 0.5 0.3333 1.0 混合型 0.650
0.005 1.0 20 20 3.75 0.5 0.3333 1.0 混合型 0.750
① 
0.015 1.0 20 20 3.75 0.5 0.3333 1.0 混合型 0.555
0.010 0.5 20 20 3.75 0.5 0.3333 1.0 混合型 0.828
② 
0.010 2.0 20 20 3.75 0.5 0.3333 1.0 混合型 0.445
0.010 1.0 5 20 3.75 0.5 0.3333 1.0 混合型 0.703
③ 
0.010 1.0 40 20 3.75 0.5 0.3333 1.0 混合型 0.610
0.010 1.0 20 15 3.75 0.5 0.3333 1.0 混合型 0.554
④ 
0.010 1.0 20 30 3.75 0.5 0.3333 1.0 混合型 0.819
0.010 1.0 20 20 0.00 0.5 0.3333 1.0 混合型 0.650
⑤ 
0.010 1.0 20 20 7.50 0.5 0.3333 1.0 混合型 0.653
0.010 1.0 20 20 3.75 0.1 0.3333 1.0 混合型 0.537
⑥ 
0.010 1.0 20 20 3.75 0.9 0.3333 1.0 混合型 0.862
0.010 1.0 20 20 3.75 0.5 0.5000 1.0 混合型 0.605
⑦ 
0.010 1.0 20 20 3.75 0.5 0.7500 1.0 混合型 0.683
0.010 1.0 20 20 3.75 0.5 0.3333 0.8 混合型 0.625
⑧ 
0.010 1.0 20 20 3.75 0.5 0.3333 1.2 混合型 0.693
0.010 1.0 20 20 3.75 0.5 0.3333 1.0 等変化率型 0.635
⑨ 
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表 2－13 重回帰分析の結果 



































係 数 0.5832 -16.6667 -0.2320 -0.0030 0.0152 0.0004 0.3653 -0.1225 0.1332 -0.0034





































 （微細粒土砂 捕捉率推定式） 






















シミュレーション結果 補足率  
図 2－19 推定式(重回帰式)とシミュレーション結果の比較 
 －29－
2.3  小渋ダムにおけるケーススタディ 



















図 2－20 小渋ダム貯水池の形状 
※長野県天竜川上流 

































































・SS 成分： 3.7, 7.9, 14.6, 26.8, 59.4μm の代表 5粒径 
・貯水池の河床勾配： 約 0.013 






























2.3.2  流動制御に関する検討 
(1) SS 濃度，洪水規模，流入水温 





























図 2－22 捕捉率と洪水規模の関係 
 
 
表 2－16 中層密度流の有無 
 水温 T=17℃ 水温 T=18℃ 水温 T=19℃ 
























































































































































α=10, β=0.31, r=2/3 





































































































c) 回転率が 1.0 以上となると，貯水池内の水温成層が破壊されやすくなることから，濁水の
流動形態は初期水温分布形にほとんど支配されなくなる．逆に回転率が 0.5 程度の洪水の際


























2.4  密度流排出に関する考察 
2.4.1  我が国のダム放流管設置標高の整理 
前節までの検討により，微細粒土砂を洪水時に効率的に排出する（捕捉率を低くする）ために














HF  ： 洪水期制限水位水深（基礎標高～洪水期制限水位） 
dc   ： 放流管設置高さ（基礎標高～放流管敷高） 
HSWL ： サーチャージ水位水深（基礎標高～ｻｰﾁｬｰｼﾞ水位） 
HSD ： 堆積デルタ高さ（基礎標高～堆積デルタの頂部標高） 
HSF ： 微細粒土砂堆積層高さ（基礎標高～微細粒土砂堆積層標高） 
HSP ： 計画堆砂位高さ（基礎標高～計画堆砂位） 
N   ： 完成年から堆砂形状測量年までの経過年 
 
図 2－28 貯水池着目パラメータ模式図 
 
表 2－17 着目パラメータ 
 式 備 考 
RC dc/HF 洪水期制限水位水深に対する放流管設置高さの比 
RSF HSF/HF 洪水期制限水位水深に対する微細粒土砂堆積層高さの比 
VRSF RSF/N 上記の無次元微細粒土砂堆積層高さの上昇速度 （単位：/年） 
RSP HSP/HF 洪水期制限水位水深に対する計画堆砂位高さの比 
RCSWL dC/HSWL サーチャージ水位水深に対する放流管設置高さの比 
RCSP dc/HSP 計画堆砂位高さに対する放流管設置高さの比 
RCSD dc/HSD 堆積デルタ高さに対する放流管設置高さの比 
RSDSP HSD/HSP 計画堆砂位高さに対する堆積デルタ高さの比 






























































































































































































R SD  平均=0.83







































a) 【図 2－29 より】 既存のダムにおける無次元放流管設置高さは，0.4～1.0 の範囲にあり，
平均で 0.69 である．完成年代別による傾向は特に見受けられない． 
 






c) 【図 2－31 より】 半数以上のダムにおいて，計画堆砂位よりも放流管設置標高の方が低く
設置されている． 
 
d) 【図 2－32 より】 放流管設置高さが高くなるにつれ，微細粒土砂を捕捉している傾向（微
細粒土砂の堆積層が高くなる）が見受けられる．（ただし定性的な傾向） 
 



















地の SS 濃度計測システム技術の推進も大きな課題の一つである． 
c) 今後は，“ダム湖平面形状，洪水継続時間，総貯水容量，流域面積”等と密度流の流下特性
の関係を検討する必要がある．この際にも，これらの検討結果を裏付けるための現地での適















































では，サーチャージ水位から 60m 程度下，かつ計画堆砂位から 20m 程度下である． 
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第 3 章  排砂バイパスの適用に関する研究 
 







































































布引五本松 日本 1908 幌型 2.9×2.9 258 1.3 39 - － 
旭 日本 1998 幌型 3.8×3.8 2,350 2.9 140 11.4 13回/年 
美和 日本 建設中 馬蹄形 2r=7.8 4,300 1 300 10.8 － 
松川 日本 建設中 幌型 5.2×5.2 1,417 4 200 15 － 
Egschi Switzerland 1976 円形 r=2.8 360 2.6 74 9 10日/年 
Palagnedra Switzerland 1974 馬蹄形 2r=6.2 1,800 2 110 9 ２～5日/年
Pfaffensprung Switzerland 1922 馬蹄形 A=21.0m2 280 3 220 10～15 ～200日/年
Rempen Switzerland 1983 馬蹄形 3.5×3.3 450 4 80 ～14 1～5日/年 
Runcahez Switzerland 1961 馬蹄形 3.8×4.5 572 1.4 110 9 4日/年 
 
 －49－
3.2  布引ダム排砂バイパスの設置効果に関する検討手法 
3.2.1  布引ダム貯水池ならびに排砂バイパスの概要 





からわずか 8年後の明治 41 年(1908 年)3 月には，当初には計画されていなかった流入土砂軽減を
目的としたバイパストンネルが新たに建設された．バイパストンネル上流には分水堰（H=約 3.0m, 














































図 3－3 バイパストンネル詳細図 
有効容量：   759,521m3 
貯水池満水面積：56,547m2 































( )β⋅⋅α= IRAD        (3.1) 
ここに，D：一洪水時の流出土砂量(m3)， A：流域面積(km2)，R：日雨量(mm)， I ：流出土砂
量を推定する地点から標高差 200m 上流までの平均河道勾配，α ,β：定数である．奥村らの整理
では平均的な値として 10=α ， 0.2=β を与えているが，同成果によると，同じストリームパワ
ー値においても流出土砂量には大きなバラツキがある結果となっている．これは，各流域間で地
質条件や森林の整備状況など地表面の特性が異なることが原因であると考えられるが，流出土砂








( ) ( )STIRAD −⋅⋅α= β 1       (3.2) 
( ) ( ) ( )λ−−⋅⋅α= β 1/1 SS TIRAV  
( ) ( )STIRA −⋅⋅α= β 1'       (3.3) 
ここに， SV ：一洪水時の貯水池内堆積土砂量(m3)， ST ：流域内の砂防事業整備による生産土砂
の捕捉率，λ：貯水池内堆積土砂の空隙率(=0.55（掃流砂,浮遊砂の空隙率を 0.4，ウォッシュロ
ードの空隙率を 0.7 とし，両者が同率で土砂に存在していると仮定）)， 'α ：定数（ ( )λ−α= 1/ ）





ータは表 3－2のとおりである．布引ダム完成直後(明治 33 年 3 月)からの流入土砂量の推定を行
うためには，明治 33 年～昭和 57 年の約 82 年間における布引ダム地点の日雨量データを推定する
必要がある． 
表 3－2 入手した日雨量データ 
観測地点 観測期間 
布引ダム地点 昭和 58年 1月～平成 11年 4月 
神戸海洋気象台
（気象庁） 


























































図 3－5 布引ダム地点日雨量（不足分補填後） 
 
(3) バイパストンネルの影響 
貯水池堆積土砂は，式(3.3)により算出を行う．また，バイパストンネルの影響（明治 41 年 3
月以降）は，次のとおり計算に反映させるものとする．  
 














3.3  布引ダム排砂バイパスの設置効果の定量的評価 
3.3.1  定数の同定 
バイパス設置の定量的評価を実施するのに先立ち，式(3.2)の砂防施設の捕捉率 ST の時系列変
化，および定数 'α ，βを決定しておく必要がある． 
(1) 砂防施設の捕捉率 ST  
布引ダムが位置する生田川において記録に残っている土砂災害としては，表 3－3 に示す昭和
13 年災害および昭和 42 年災害がある9)．ここでは，これらの災害記録を元に ST の時系列変化の
推定を行う． 
 
表 3－3 生田川における土砂災害記録 
 昭和 13年災害 昭和 42年災害 
流出土砂量 710,000m3 484,000m3 
崩壊箇所数 424箇所 424箇所 
 
 
上表の昭和 13 年災害および昭和 42 年災害発生時の布引ダム地点の日雨量（神戸海洋気象台雨
量データを相関式より推定）は，それぞれ，[S13]270.4mm，[S42]319.4mm である．ここで着目す
べき点は，両災害を比較すると，日雨量として同規模かつ崩壊箇所数が同数（表 3－3参照）であ
るにもかかわらず，昭和 42 年災害時の流出土砂量が，昭和 13 年災害時の約半分にとどまってい
る点である．これは，六甲山系では昭和 13 年災害の発生後，本格的な砂防事業が開始された記録
が残っており 9)，昭和 13 年当時では流域で生産された土砂が直接流出していたのに対し，昭和 42
年時点では流域から生産された土砂が砂防施設によってある程度捕捉された（あるいは生産土砂
量自体が減少した）ためであると考えられる．よって，昭和 13 年時点を 0=ST  とし，昭和 42
年災害発生当時における ST を，図 3－5 および式(3.2)より算出した．その結果，昭和 42 年災害






また，これら当該流域内に設置された砂防ダムの堤体積の累積値∑ DV の時系列変化を図 3－
6に示す（各砂防ダム建設中の ST は直線補間とする）． 
 －56－
 








市ヶ原堰堤 841.5 S13.10 S14.10 
市ヶ原堰堤補強工 1 411.0 S18. 5 S18. 8 
地蔵谷堰堤 3,732.0 S25.10 S26. 3 
二十渉堰堤 8,371.0 S25. 9 S26. 3 
石楠花堰堤 4,381.0 S25.10 S26. 3 
八洲嶺堰堤 2,403.0 S25.10 S26. 6 
市ヶ原堰堤補強工 2 629.0 S26. 7 S27. 3 
穂高堰堤 5,490.1 S36.11 S41. 1 
河鹿堰堤 766.1 S42.11 S43. 3 
河鹿副堰堤 126.4 S42.11 S43. 3 
高雄山堰堤 5,738.6 S42.11 S44.12 
地蔵谷第二堰堤 3,617.0 S47. 7 S49. 4 
二十渉副堰堤 1,032.0 S48.12 S49. 9 
八洲嶺第二堰堤 2,630.0 S48.10 S49.10 
八洲嶺副堰堤 1,144.0 S51. 5 S52. 1 
長谷堰堤 2,549.0 S51. 7 S52. 3 
八洲嶺第三堰堤 5,945.0 S50.10 S52. 8 
穂高副堰堤 500 S53.12 S54. 3 
桜谷堰堤 3,514.0 S53. 3 S54. 3 
桜谷副堰堤 722.0 S53. 3 S54. 3 
石楠花第二副堰堤 397.0 S54.10 S55. 3 
石楠花第二堰堤 2,637.0 S54.10 S55. 9 
地蔵谷第三堰堤 3,320.0 S55.10 S57. 3 
地蔵谷第三副堰堤 1,027.0 S56. 7 S57. 3 
二十渉第二堰堤 2,077.0 S56.10 S57.11 
二十渉第三堰堤 6,477.0 S61. 7 S62.10 
二十渉第三副堰堤 2,408.0 S62. 9 S63. 3 
新市ヶ原堰堤 20,595.0 S59. 1 H 1. 2 





























図 3－6 生田川（布引ダムより上流域）砂防ダム整備状況 
 
前述したように，砂防事業のメニューとしては砂防ダム，山腹工，床固工，等が挙げられるが，
ここでは，図 3－6に示す砂防ダムの堤体積の累積値∑ DV を流域内の砂防事業進展の指標と見な
し， ST と∑ DV の関係を次式により表現するものとする（∑ DV →∞で， ST →1に漸近する関数）． 
( )∑⋅−= DS VaExpT
11       (3.4) 
ここに，∑ DV ：流域内に設置された砂防ダムの堤体積の累積値， a：定数である． 
昭和42年災害発生当時における ST =0.372および
38.675,36 mVD =∑ （図3－6より）を式(3.4)

























図 3－7 砂防事業による捕捉率の変化 
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(2) 定数 'α ，β  
前述のように，奥村らの検討結果を勘案して 0.2=β とするが， 'α については布引ダムの流域
特性を加味して設定する．ここでは，貯水池内堆積土砂量の実測値より，定数 'α の同定を行った．
なお，I については 2万 5千分の 1地形図より判読し 044.0=I とした．図 3－8に 0.4'=α ， 2.6 ，
0.8 とした場合における貯水池内堆砂量の変化を示す（計算値と実測値の比較）． 
これによると， 2.6'=α ， 0.2=β とすることで，概ね布引ダム流域の流出土砂特性を概ね再現
できることがわかる． 






























図 3－8 'α の定数解析結果 
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MARCAP //1 =貯水池回転率  （年）    (3.5) 




 MASCAP /=貯水池寿命  （年）    (3.6) 
ここに，CAP：貯水池容量(Capacity(m3))，MAS：平均年間土砂流入量（堆積量）(Mean Annual 
Sediment Inflow (m3/年))である． 
また，式(3.5)，式(3.6)の比をとったものが流入量に対する流入土砂量（堆積量）の比率であ
り，流入河川における流砂濃度の大小を示し，次式で定義する． 
MASMARr /=α        (3.7) 
ここで，布引ダム流域に対して，期間別に同指標を適用すると表 3－5となる．なお，平均年間
土砂流入量については図 3－10 の両ケースにおけるプロットの傾きの平均値から算出し，平均年




















































































表 3－5 布引ダムにおけるMARおよびMAS  （※CAP = 759,500m3） 











(年) rα  
ﾊﾞｲﾊﾟｽが 
ない場合 




1,455 522.0 5,127 
ﾊﾞｲﾊﾟｽが 
ない場合 
12,594 60.3 592 
② 1979年～1989年







さらに,角 13),14)が整理した MARCAP / ～ MASCAP / 図に布引ダム流域の同指標をプロットす




















1 大井ﾀﾞﾑ D, SP 11 井川ﾀﾞﾑ SP, E, D, PF
2 千頭ﾀﾞﾑ SG 12 山口ﾀﾞﾑ SG, PF
3 泰阜ﾀﾞﾑ SG, D, PF 13 秋葉ﾀﾞﾑ E, D, PF
4 笠置ﾀﾞﾑ SG, PF 14 美和ﾀﾞﾑ B, E, D, CD
5 大間ﾀﾞﾑ SG, PF 15 牧尾ﾀﾞﾑ E, D, CD
6 常盤ﾀﾞﾑ SG 16 小渋ﾀﾞﾑ E, B，CD
7 三浦ﾀﾞﾑ SP 17 松川ﾀﾞﾑ B, E, CD
8 平岡ﾀﾞﾑ D, PF 18 旭ﾀﾞﾑ B
9 佐久間ﾀﾞﾑ D 19 出し平ﾀﾞﾑ F























































































3.4.1  排砂バイパス事業のモデル化 










図 3－12 排砂バイパスモデル（円形断面を想定） 
 




trA       (3.8) 
( )θ−π= 2
2






22 rr  
( ) 085.0
2
sin2 =π−θ+θ−π  





( ) θ+θ−π=θ sin3.0f とすると， ( ) θ+−=θ cos1'f であるから， 







θ−θ=θ + '1  （・・・Newton法） 
πθ 6021.08915.1 ≒≒  （unit: radian）    (3.11) 
 よって，空積 15%を確保する場合，円形断面トンネルの流積 A，潤辺 Sおよび径深Rは次式の
ように，一意的に決定される． 
26676.0 rA =        (3.12) 
trS 1958.2=        (3.13) 
trR 3040.0=        (3.14) 




  2/13/2 IR
n
AQ =        (3.15) 
今，バイパス対象流量を tonQ とすると，トンネル検討流量は tonQ3.1 となる． 
つまり，次式のように，トンネル勾配 I と粗度係数 n（トンネルの場合，良好な維持管理がで
きない場合は，一般的に 0.023 を使用 15））および対象流量 tonQ が決定されれば，トンネル規模（内
径 tr ）が決定される． 
( ) 2/13/22 3040.06676.03.1 Ir
n











nQr tont       (3.16) 
ここで，トンネル建設費用（Initial Cost）を，トンネル内径 tr の関数であると考える． 




a) 諸経費率は 45%とする 
b) “トンネルには呑口工や吐口工が別途必要なこと”および“排砂バイパスのため，
摩耗対策が必要となること”を勘案し，覆工単価として通常の 1.5 倍程度を見込む 
 
表 3－6に対し，重回帰式を作成すると式(3.18)のとおりとなる． 
Cost of per unit length t
2















表 3－6 トンネル工事費 
内径 覆工厚 掘削断面 内空断面 覆工量 掘削単価 覆工単価 直接工事費 工事価格 
(m) (m) (m2/m) (m2/m) (m3/m) (円/m3) (円/m3) (千円/m) (千円/m) 
2.00 0.45 6.602 3.140 3.462 30,000 60,000 406 589
3.00 0.45 11.940 7.065 4.875 30,000 60,000 651 944
4.00 0.45 18.848 12.560 6.288 30,000 60,000 943 1,367
5.00 0.45 27.326 19.625 7.701 30,000 60,000 1,282 1,859
6.00 0.45 37.374 28.260 9.114 30,000 60,000 1,668 2,419
7.00 0.45 48.992 38.465 10.527 30,000 60,000 2,101 3,046
8.00 0.45 62.180 50.240 11.940 30,000 60,000 2,582 3,744
9.00 0.45 76.938 63.585 13.353 30,000 60,000 3,109 4,508
10.00 0.45 93.266 78.500 14.766 30,000 60,000 3,684 5,342
11.00 0.45 111.164 94.985 16.179 30,000 60,000 4,306 6,244
12.00 0.45 130.632 113.040 17.592 30,000 60,000 4,974 7,212
13.00 0.45 151.670 132.665 19.005 30,000 60,000 5,690 8,251







































また，モデルの簡易化のため，河床勾配 I ≒トンネル勾配とし，貯水池の長さ L≒トンネルの長
さと仮定する．さらに，洪水時のピーク流入量 inQ に対し，トンネルに分派される流量 tonQ の比
を pfR とする．なお，排砂バイパス設置の工事中である実績ダム（天竜川水系美和ダム）のピー




QR =  
inpfton QRQ =        (3.20) 




⋅= MARrQin       (3.21) 
 よって，トンネル対象流量は次式のとおりとなる． 
36586400×
⋅⋅== MARrRQRQ pfinpfton      (3.22) 
 
ここで，排砂バイパスの対象流量は，持続的管理の観点からも，流入量が大きく，生起頻度も
ある程度高い流量が望ましい(例えば，3 位/365 日程度)．式(3.22)中の rは，バイパス対象流量
の大きさを表すパラメータである．ここでは，我が国の各地域において， rがどの程度の値とな
っているかを調べた．結果を図 3－13 に示す．なお，使用した流量データは，平成 11 年～平成
13 年間に直轄河川において計測された流量16)のうち，上位 5位までを抽出したものである．これ




















































nQr pfpft  
(3.23) 















































年間土砂流入軽減量＝ MASRsd ⋅      (3.26)
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 大矢ら19)の研究成果によると，運搬距離 LT (km)に対する単位体積当たりの土砂処理コスト
SC (円/m3)は，次式のとおり表せる． 
qTpC LS +⋅=        (3.27) 
ここに， p：運搬距離に対する単位体積当たりの処理コスト増加の傾き， q：運搬距離がゼロ
の場合における処理コスト（ SC ～ LT グラフにおける切片）である．なお，大矢らの研究成果に
よると， p =75 円/m3/km，q =3,000 円/m3程度である． 
土砂流入軽減量を通常の土砂処理を実施した場合の費用に換算すると，次式のとおりとなる． 
年間の軽減コスト＝ ( )qTpMASR Lsd +⋅⋅⋅     (3.28) 
以上より， T 年経過した時点における排砂バイパスのトータルコストは次式のとおりとなる． 

















































   (3.30) 
以上より，式(3.29)と式(3.30)が等しくなる条件が，排砂バイパスが有利となる境界線である． 
ここでは，ダム高さとダム容量の関係を図 3－14 に示すモデル貯水池で与えることとし，異な

































3.4.3  排砂バイパスの成立条件に関する検討 
前節までの検討結果を踏まえ，表 3－7に示すケースに対し，排砂バイパスが従来の掘削・浚渫
による土砂排出よりも有利となる条件を算出した．なお，掘削による土砂撤去の際の運搬距離




















Case1 7,500 千 m3 50 33 0.50 0.01 8 
Case2 15,000 千 m3 50 44 0.50 0.01 8 














































































図 3－15(3) Case3(30,000 千 m3)排砂バイパスが有利となる条件 
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31,000m3/年から約 1,500m3/年に低減できた．また，約 25 年程度であった貯水池寿命を約 500
年程度まで延命できた． 
② 砂防事業進展の効果を考慮すると，年平均貯水池土砂流入量が排砂バイパスにより約
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第 4 章  フラッシング排砂の適用に関する研究 
 
































































出し平 日本 76.7 9.01 0.62 0.00674 14.5 200 36 1 (○) 
宇奈月 日本 97 24.7 0.96 0.014 25.7 300 48 1 － 
Gebidem Switzerland 113 9 0.5 0.021 18.0 10 45 1 ○ 
Verbois Switzerland 32 15 0.33 0.00144 45.5 600 36 3 ○ 
Barenburg Switzerland 64 1.7 0.02 0.000473 85.0 90 20 5 ○ 
Ferrera Switzerland 28 0.23 0.008 0.00018 28.8 80 12 5 ○ 
Genissiat France 104 53 0.73 0.00467 72.6 600 36 3 ○ 
Baira India 51 9.6 0.3 0.00489 32.0 44 31 1 ○ 
Gmund Austria 37 0.93 0.07 0.00465 13.3 6 168 不明 ○ 
Hengshan*2 China 65 13.3 1.18 0.842 11.3 2 672 2～3 ○ 
Santo Domingo Venezuela 47 3 0.08 0.00667 37.5 5 72 不明 ○ 
Jen-shan-pei Taiwan 30 7 0.23 不明 30.4 12.2 1272 1 ○ 
Guanting China 43 2270 60 1.5 37.8 80 120 不明  
Guernsey USA 28.6 91 1.7 0.0433 53.5 125 120 不明  
Heisonglin China 30 8.6 0.7 0.6 12.3 0.8 72 不明  
Ichari India 36.8 11.6 5.7 0.00218 2.0 2.16 24 不明  
Ouchi-Kurgan*2 Former USSR 35 56 13 0.00376 4.3 1000 2400 不明  
Sanmenxia*2 China 45 9640 1600 0.224 6.0 2000 2900 1  
Sefid-Rud*2 Iran 82 1760 50 0.352 35.2 100 2900 不明  




4.2  RESCONモデルの概要 
ここでは，RESCON モデルの概要を示す． 
RESCON モデルにおけるフラッシング排砂の評価には，容量確保の観点より持続可能か否かの判
定基準として Atkinson の提案した判定指標 SBR，LTCR4)が採用されている． 






















    (4.1) 
ここに， SQ :フラッシング排砂量(t/s)， fT :排砂実施期間(日)， N :排砂実施サイクル(年)，
inM :年流入土砂量(t/年)，TE :土砂捕捉率である．TEは貯水池回転率と土砂捕捉率の関係を示
した Brune 曲線5)により， SQ は清華大学式 4)により求められる． 
 
4.2.2  LTCR（Long Term Capacity Ratio） 
貯水池の水利用を考慮すれば，フラッシング排砂により維持可能となる貯水容量は所定の大き
さを満足する必要がある．LTCR はこのような排砂効果を判定する指標であり，初期の総貯水容量
に対する維持可能な容量の割合で定義される．この割合は，Atkinson4)では 0.5，RESCON モデル 2)
では 0.35 と設定されており，LTCR の条件は式(4.2)により定義される． 
0.35≥=
初期貯水容量
維持可能な貯水容量LTCR     (4.2) 
（なお，Atkinson4)では 0.5≥LTCR ） 
RESCON モデルでは，図 4－1 に示されるように（図 2－5 と同様），複雑な貯水池地形を単純に









































4.2.3  フラッシング排砂量の推定方法 








Q ⋅Ψ=       (4.4) 
ここに， fQ :排砂流量(m3/s)，S :河床縦断勾配， fW :水みち幅(m)，Ψ :定数である．Ψは堆
積土の質により以下のように設定される（図 4－3参照）． 
 
・ 黄土のような土; 1500=Ψ  
・ D50＜0.1mm; 650=Ψ  
・ D50≥ 0.1mm; 300=Ψ  
・ 流量が小さいときの排砂; 180=Ψ  
 
なお，水みち幅 fW は実測値から得られた式(4.5)により求められる． 
5.0
ff QW α=        (4.5) 






図 4－3 中国における実測貯水池排出土砂量と清華大学式の関係 4) 
 
 
図 4－4  フラッシング流量と水みち幅の関係 4) 
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4.3  フラッシング排砂の適用に関する検討 








b) SBR（Sediment Balance Ratio）を満足する条件とは，ある流入土砂量に対して排砂流量

















濃度式として芦田・道上式，濃度分布式として Lane-Kalinske 式を使用した 7)．また，限界摩擦
速度については岩垣公式 7)を使用し，水みち幅 fW は式(4.5)で 6=α ，Manning の粗度係数は
030.0=n ，土粒子密度は )/(65.2 3mt=σ とした．検討範囲を表 4－2に示す． 
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表 4－2 流砂量式によるΨの検討範囲（計 275 ケース） 
粒径d (mm) 
0.1, 0.2, 0.3, 0.4, 0.5, 0.6, 0.7, 0.8, 0.9, 1.0, 2.0 
 (11ケース) 
河床勾配 S  

















( ) cfbaf QSdKQSd ⋅⋅⋅=Ψ ,,      (4.7) 
 ここに，K , a ,b , c：定数である．ここで，式(4.7)の両辺を対数にとると， 
( ) ff QcSbdaKQSd loglogloglog,,log ⋅+⋅+⋅+=Ψ   (4.8) 
となり，式(4.8)は重回帰分析により各定数が算出できるため，式(4.7)が設定できる． 
ⅱ) 掃流砂 
表 4－2 の計算ケースに対して求められる掃流砂 BΨ から式(4.7)の定数を算出した結果，次式
が得られた． 
33.011.0043.07.12 −−−=Ψ fB QSd      (4.9) 




















図 4－5 掃流砂 BΨ 比較 
ⅲ) 浮遊砂 
浮遊砂については，粒径が大きくなると流砂量がほぼゼロと算出されるため，表 4－2の計算ケ
ースのうち，0.1mm～0.5mm のケースに対して求められる浮遊砂 SΨ から式(4.7)の定数を算出した．
結果を次式に示す． 
073.035.06.2042.0 fS QSd
−−=Ψ      (4.10) 


















図 4－6 浮遊砂 SΨ 比較 
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ⅳ) 全流砂量 
全流砂量については，掃流砂量と浮遊砂量の和と考えることができる（ SB Ψ+Ψ=Ψ ）．しか









1500=Ψ        (4.11) 
・ mmd 1.0< の場合 
3/650=Ψ        (4.12) 
・ dmm ≤1.0 の場合 
073.035.06.233.011.0043.0 042.07.12 ff QSdQSd
−−−−− +=Ψ    (4.13) 
 
なお，実際の貯水池に堆積した土砂の粒径は均一ではなく，混合粒径である．このため，上式
の d は，混合粒径の平均値（ 50d ）程度を使用すれば良いものと考えられる． 
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② 排砂効率 εの導入 
ここでは，清華大学式が対象とする中国のダムと特性が異なるダムとして，国内で排砂実績の
ある出し平ダム（河床勾配 1/70， mmd 2.050 = ）と，長い排砂実績のあるスイスの Gebidem ダム
（河床勾配 1/24， mmd 0.650 = ）を対象に，両ダムの排砂実績 6),8)から算出できるΨと，前述の
簡易式から算出できるΨとの比較を行った．なお，土砂の空隙率は，砂礫分 4.0=λ S ，wash load
分 7.0=λW が同率で存在するものと仮定した（全体として 55.0=λ ）．比較結果を図 4－7，図 4
－8 に示す．これらによると，良好な一致を示す年もあるものの，(実績値のΨ )/(計算値のΨ )
























































































Q ⋅ε⋅Ψ=       (4.14) 
ここに， ε :排砂効率である．出し平ダムおよび Gebidem ダムについて， εを算出してみると，








1994 1996 1998 2000 2002 2004 2006 2008 2010




























(2) SBR 条件の改良 
 前節では，精華大学式のΨを貯水池特性により定式化するとともに，排砂効率 εを排砂量式に
導入することにより，既往の RESCON モデルの実用性向上を図った．次に，フラッシング排砂時の
排砂流量 fQ の条件について考察を加える．実際の排砂運用が実現するためには，排砂流量 fQ に
は下記の 2点の条件が課せられる． 
 





※条件 a)は，式(4.1)に示した SBR（Sediment Balance Ratio）の条件である． 
 
 なお，本章でも，前章の排砂バイパスの検討の際に使用した「 MASCAPMARCAP // ～ 図」
を使用して，フラッシング排砂の適当性を検討するものとする． 
 
MASCAPMARCAP // ～ 指標 
・ 貯水池の流況に関する指標： MARCAP //1 =貯水池回転率  (年) 
・ 貯水池に流入する土砂量に関する指標： MASCAP /=貯水池寿命  （年） 
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条件 a)：排砂流量規模に関する条件 
排砂流量 fQ を次式のように表現する． 
avef rQQ =        (4.15) 







Q aveS       (4.16) 
次に，MAR :平均年間流入量(m3)とすると， aveQ は式(4.17)のとおりとなり，これを式(4.16)
に代入して N 年毎に，T 日間フラッシングすると，年間のフラッシング排砂量∑ SQ (t)は，式
(4.18)となる． 
36586400×=







    (4.18) 
ここで，MAS :平均年間土砂流入量(m3)とすると， ∑ λ−σ≤ )1(/SQMAS であるから，CAP :
総貯水容量(m3)より，上式を MASCAP / （貯水池寿命）の形式に変形すると，式(4.19)に示す「条
件 a) 排砂流量規模に関する条件」が得られる．ここに，σ :土粒子密度(=2.65t/m3),λ :空隙率
























TQW f ⋅+= ∑∑       (4.20) 








NQQ ff       (4.21) 
上式と， ⎟⎠
⎞⎜⎝

























W f ⋅+==β ∑∑      (4.24) 
式(4.22)を上式に代入して，さらに MASCAP / の形式に変形すると，式(4.25)に示す「条件
b)使用水量の条件」となる．これは，年流入量のうちフラッシング排砂に使用可能な水量の割合
に着目し，その使用可能な水量で排砂可能な土砂量と年平均流入土砂量との比較により排砂可能
























   (4.25) 
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4.3.2  計算結果ならびにフラッシング排砂特性 
(1) 我が国の河川流況の整理 
フラッシング排砂流量は，持続的管理の観点からも，流入量が大きく，生起頻度もある程度高
い流量が望ましい(例えば，3 位/365 日程度)．式(4.19)中の rは，排砂流量の強さを表すパラメ
ータである．我が国の各地域における rの値を図 4－10に示す（図 3－13と同様）．全国平均的に



























図 4－10 我が国の年間平均流量と洪水流量（排砂可能流量）の比（ r ) 
(2) フラッシング排砂のフィージビリティ評価 
ここでは，日本における貯水池土砂管理事例を MASCAP / ～ MARCAP / 図上にプロットした
図11)を使用して，前節までの検討を踏まえた，フラッシング排砂のフィージビリティ評価を例示
する． 
基本ケースを， 1.0=ε , mmd 1.0= , 100/1=S , 8=r , 3000,000,10 mCAP = とし，
ε , d , S , r ,V ( CAP )の変化に対して，排砂可能と判断される範囲の変化を図 4－11～図 4－14 に
示す（ 6=α , 年1=N , 日1=T , 3/65.2 mt=σ , 55.0=λ は固定）．なお，「排砂により貯水池の持続





a) 堆積土砂の粒径d の影響がかなり大きい 
b) 当然ながら，排砂効率 εの影響も比較的大きい 
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4.4  一次元河床変動計算によるフラッシング排砂シミュレーション 
ここでは，一次元河床変動計算によりフラッシング排砂シミュレーションを実施し，前節まで
の検討により得られたフラッシング排砂のフィージビリティ評価の検証を行う． 

















































































tan1cos0crcr      (4.27) 
 ここに， 90d ：土砂の 90%累加粒径， 30d ：土砂の 30%累加粒径， I ：河床勾配， 
C：Chezy の抵抗係数，θ：Shields パラメータ， cr0θ ：修正前限界 Shields





  ・粒径>0.4mm 
  ・ ( )3090 / dd <8.5 




















































    (4.29) 






表 4－3 計算条件 
項 目 設定値 
断面ピッチ 100m 




再現期間 各ケースともに 100 年間 
 
また，計算ケースは，前節に検討結果との比較が可能なように， MARCAP / ， MASCAP / に
着目し下表のとおり設定する． 
なお，シミュレーションの簡略化のため，フラッシングは年間に 1回，9月 1日に実施する（1
日間の水位低下）ものと仮定した（9 月 1 日に洪水が発生し，それに伴い水位を低下させる水位
操作）． 
 















Case1 0.000639 0.006467 273.1 
Case2 0.001917 0.019401 91.0 
Case3 0.003195 0.032335 53.3 
Case4 0.00639 0.06467 27.3 
Case5 0.01917 0.19401 9.1 
40 400 0.009444 











4.4.2  計算結果 
 各ケースにおける堆砂面の変化（5年後，20 年後，40 年後，60 年後，80 年後，100 年後）を図
4－17(1)～(6)に示す．また，ダム地点の堆砂面の経時変化をを図 4－18に示す．ここで，ダム地
















よる計算結果（土砂粒径は 0.5mm）は，RESCON モデルによる適用範囲においては 0.1mm と 0.5mm
の間に位置することがわかる．この相違の理由として，フラッシング排砂の現象を一次元の河床
変動で再現したこと，流砂量式が異なること，両者で貯水容量が異なること（RESCON：10,000 千




表 4－5 フラッシング排砂の効果 
 
フラッシング排砂前 
MASCAP /  
貯水池寿命 
フラッシング排砂後 




Case1 273.1年 100年以上 持続的管理可能 
Case2 91.0年 100年以上 持続的管理可能 
Case3 53.3年 100年以上 持続的管理可能 
Case4 27.3年 54.3年 27.0年 




















































































































































































































図 4－19 RESCON モデルと河床変動計算結果の比較 
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により，我が国のダム貯水池に対する RESCON モデルの適用性が向上した． 
② 改良 RESCON モデルにより，フラッシング排砂土砂管理が，従来の掘削・浚渫による土砂管理




可能か否かは，堆積土砂の粒径 d の影響が大きく，また排砂効率 εの影響も比較的大きい．一
方，排砂流量の規模を表す rや河床勾配 Sの影響は比較的小さい． 
④ 一次元河床変動計算によるフラッシング排砂シミュレーションを実施し，改良 RESCON モデル
によるフラッシング排砂の可否判定と比較した結果，概ね一致した結果が得られた．これより，
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第 5 章  治水利水分離型ダム事業の適用に関する研究 
 





















































5.2  治水利水分離型ダム事業に関する検討 
5.2.1  ダム事業のモデル化 
(1) 貯水池形状 


































Reservoir Volume (×103m3)  

















水深h (m)，川幅B (m)，山地勾配 J ，河道勾配Kとすると，同図より， 






+=      (5.1) 
であるから， 











治水容量を FV (m3)，利水容量を WV (m3)，堆砂容量を SV (m3)，比堆砂量を sq (m3/km2/年)，流域
面積を A (km2)と表す． 
ここで，通常のダム計画と同様に 100 年分の堆砂量を見込めば，堆砂容量 SV は Aqs100 となる
が，治水専用ダム（洪水吐きを河床に設置することにより，排砂が促進される期待が持てる）等
の土砂堆積に対して抑制効果が期待出来るダム形式については，多目的ダムに対して CSR 倍の堆
砂量を見込むものとする（ 0.1≦CSR ）．つまり堆砂容量 SV は CSs ARq100 と表せる（多目的ダム
は 1=CSR ）． 




RV (m3)に対する水深 hを≒ダム高さとし，堤体積をダム高の 2次関数と仮定する． 
堤体積   ( )hbhaVD +=       (5.4) 
（ a，bは定数） 
我が国の直轄ダムを対象に，ダム高hと堤体積 DV の関係を調査した結果 3)を図 5－3 に示す．



























Dam Height (m)  
図 5－3 我が国のダムのダム高さと堤体積の関係 
 
 
(4) 初期投資費（Initial cost） 
① ダム工事費（本工事費，付帯工事費） 
ダム本体の工事費として，堤体コンクリートの単位体積当たりの工事費単価 DC (円/m3)をパラ
メータとする（ダム工事費は， DDVC ）．我が国の直轄ダムの堤体積～事業費の関係 3)を図 5－4
に示す（ただし，同図の値は総事業費を示すことに留意する必要がある）．これらより， DC の範
囲は，30,000 円/m3～100,000 円/m3程度であると考えられる． 
また，一般的に，利水専用のダムを建設すると，多目的ダムに比べ放流設備等が軽減できるた
め， DC が割安となる．ここでは，多目的ダムに対する利水専用ダムの単価の割合を CiR とする（利
水専用ダムの事業費単価 DCiCR ）．なお，文献 3)によると，日本のダム全体で考えて， CiR は約 0.75
程度である． 
さらに，分離型ダム事業の場合には，導水施設（本川から利水専用ダムへの導水）が必要とな
る．ここでは，導水距離 TL (m)に対して，単位長さ当たりの導水トンネル工事費を TC (円/m)とし，
導水施設費用は TT CL とする（揚水を伴う場合のポンプ等の費用はこれに含むものとする）． TC の



































図 5－4 堤体積～事業費関係 
 
② 水没補償費（家屋補償費，用地費） 
ダム貯水池内の 1km2 当たりの水没家屋数を HN (戸/km2)，家屋一戸当たりの補償費を HC (円/
戸)，また，1m2当たりの用地費 LC (円/m2)とする．任意の水没面積 RA (km2)に対するトータル水没
補償は， ( )LHHR CCNA 610+ となる． 
また，文献 4)によると，都道府県別家屋 1m2当たり評価額は，平成 16 年評価額で，130～170 千
円/m2 程度である．実績より，ダムサイトにおける標準値としては， HC =30,000,000 円/戸，
LC =5,000 円/m2程度である． 
 
③ 初期投資費（Initial Cost）のまとめ 
工事諸費を，本工事費，付帯工事費，用地費，補償費および間接経費の合計の 20%として算定
し（文献 4)より），初期投資額（Initial Cost）は次式のとおりとなる． 
Initial Cost ( ){ } ( )[ ]LHHRTTD CCNACLhbhaC 6103.12.1 ++++=  (5.5) 
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を想定する．大矢ら6)によると，運搬距離 LT (km)に対する単位体積当たりの土砂処理コスト SC (円
/m3)は，次式のとおり表せる． 
qTpC LS +⋅=        (5.6) 
ここに， p：運搬距離に対する単位体積当たりの処理コスト増加の傾き， q：運搬距離がゼロ
の場合における処理コスト（ SC ～ LT グラフにおける切片）である．なお，大矢らの研究成果に
よると， p =75 円/m3/km，q =3,000 円/m3程度である． 
土砂対策は，ダム完成の N 年後から実施するものとし， 'CSR を生産土砂量に対して土砂対策が
必要となる割合とする（※前出 CSR とは意味合いが異なる）．これより，対象土砂量は 'CSs ARq と
なる（治水専用ダムの場合，土砂対策は不要と考えて 0'=CSR ）． 




年間水質保全費は WWPVC となる（常時貯留が必要となる WV に対して発生）．水質保全の必要性は





更新や補修等）は， ( )hbhaCCE + となる． CEC は，300～600 円/m3/年程度である．ここでは，多






工事箇所 1箇所につき， PEC (円/箇所)の費用が発生するものとする（分離型は 2箇所必要）． 




Running Cost ( ) ( ) PECEWWPNLCSs ChbhaCVCqTpARq +++++⋅= 年以降'  (5.7) 
 




( ){ } ( )[ ]























5.2.2  検討条件 
(1) MASCAP / （貯水池寿命）を用いた整理 
 ここでは，第 3章および第 4章と同様に，「 MASCAPMARCAP // ～ 図」を使用して，治水利
水分離型ダム事業の適当性を検討するものとする． 









   (5.9) 
ここで，上式より， FV と WV が一定であれば，検討パラメータとして MASCAP / に着目するこ








的なダム事業として，容量の大きさを変化させた表 5－1に示す 3 ケースのダム事業を想定する．






a) 集中型ダム事業のコストが分散型ダム事業のコストを追い越すまでの年数 To（同価値年数） 
b) 経過年数 1 年，100 年，200 年における両事業のコスト比 CD CC /  






















表 5－1(1) 想定するダム事業 Case1 
分離型ダム事業 




治水容量 Vf 5,000,000 5,000,000 0 
利水容量 Vi 2,500,000 0 2,500,000 
山地勾配 J 1/2 1/2 1/1 
河道勾配 K 1/100 1/100 1/50 
川幅 B 50 50 30 
集水面積割合 Ra 1.0 1.0 0.1 
堆砂抑制係数 RCS 1.0 0.3 1.0 
堤体積係数 a -2000 -2000 -2000 
堤体積係数 b 100 100 100 
ダム堤体単価 CD 80,000 80,000 80,000 
単価割合 RCi 1.0 1.0 0.75 
導水距離 LT － － 3,000 
導水施設単価 CT  － － 700,000 
1km2当たりの水没家屋数 NH  200 200 100 
一軒当たりの補償費 CH  30,000 30,000 30,000 
1m2当たりの用地費 CL 5,000 5,000 5,000 
土砂対策抑制係数 RCS' 
(RCS とは異なる) 
1.0 0.0 1.0 
土砂処理パラメータ p 75 75 75 
土砂処理パラメータ q 3000 3000 3000 
土砂運搬距離 TL 40 40 40 
水質保全単価 CWP 7 7 7 
管理設備単価 CCE 600 400 400 




表 5－1(2) 想定するダム事業 Case2 
分離型ダム事業 




治水容量 Vf 10,000,000 10,000,000 0 
利水容量 Vi 5,000,000 0 5,000,000 
山地勾配 J 1/2 1/2 1/1 
河道勾配 K 1/100 1/100 1/50 
川幅 B 50 50 30 
集水面積割合 Ra 1.0 1.0 0.1 
堆砂抑制係数 RCS 1.0 0.3 1.0 
堤体積係数 a -2000 -2000 -2000 
堤体積係数 b 100 100 100 
ダム堤体単価 CD 80,000 80,000 80,000 
単価割合 RCi 1.0 1.0 0.75 
導水距離 LT － － 3,000 
導水施設単価 CT  － － 700,000 
1km2当たりの水没家屋数 NH  200 200 100 
一軒当たりの補償費 CH  30,000 30,000 30,000 
1m2当たりの用地費 CL 5,000 5,000 5,000 
土砂対策抑制係数 RCS' 
(RCS とは異なる) 
1.0 0.0 1.0 
土砂処理パラメータ p 75 75 75 
土砂処理パラメータ q 3000 3000 3000 
土砂運搬距離 TL 40 40 40 
水質保全単価 CWP 7 7 7 
管理設備単価 CCE 600 400 400 




表 5－1(3) 想定するダム事業 Case3 
分離型ダム事業 




治水容量 Vf 20,000,000 20,000,000 0 
利水容量 Vi 10,000,000 0 10,000,000 
山地勾配 J 1/2 1/2 1/1 
河道勾配 K 1/100 1/100 1/50 
川幅 B 50 50 30 
集水面積割合 Ra 1.0 1.0 0.1 
堆砂抑制係数 RCS 1.0 0.3 1.0 
堤体積係数 a -2000 -2000 -2000 
堤体積係数 b 100 100 100 
ダム堤体単価 CD 80,000 80,000 80,000 
単価割合 RCi 1.0 1.0 0.75 
導水距離 LT － － 3,000 
導水施設単価 CT  － － 700,000 
1km2当たりの水没家屋数 NH  200 200 100 
一軒当たりの補償費 CH  30,000 30,000 30,000 
1m2当たりの用地費 CL 5,000 5,000 5,000 
土砂対策抑制係数 RCS' 
(RCS とは異なる) 
1.0 0.0 1.0 
土砂処理パラメータ p 75 75 75 
土砂処理パラメータ q 3000 3000 3000 
土砂運搬距離 TL 40 40 40 
水質保全単価 CWP 7 7 7 
管理設備単価 CCE 600 400 400 
その他維持管理費 CPE 100,000 100,000 100,000 
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5.2.3  分離型ダム事業の適用に関する検討 
(1) CD CC / の経時変化 
任意の貯水池寿命 MASCAP / と経過年T 年に対する CD CC / の値をコンターラインにして図 5
－6に示す（ 0.1/ <CD CC の領域で分離型事業が有利となる）． 
これによると，貯水池寿命 MASCAP / が 300 年程度のダム事業であれば，経過年に支配されず
集中型事業の方が有利であることがわかる．一方， MASCAP / =150～200 年程度の範囲に
0.1/ =CD CC の境界がみられ，貯水容量が大きい方が，分離型ダム事業の方が有利となりやすい
ことがわかる． 



















図 5－6(1) Case1(貯水容量 7,500 千 m3) CD CC / コンターライン 
 



















図 5－6(2) Case2(貯水容量 15,000 千 m3) CD CC / コンターライン 
 



















図 5－6(3) Case3(貯水容量 30,000 千 m3) CD CC / コンターライン 
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(2) MASCAP / と CD CC / の関係 
図 5－6の 0.1/ =CD CC の境界を確認するために，T =1年，100年，200年における MASCAP /
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 我が国の多目的ダム（直轄・公団・補助ダム 255 ダム）を対象とした MARCAP / ～ MASCAP /
プロット図 10)に対して，今回の検討で得られた分離型ダム事業がトータルコスト面で有利となる
MASCAP / の境界線を記入した結果を 
図 5－8に示す（境界線より下部の範囲が分離型ダム事業の方が有利となる範囲）． 
また，我が国の多目的ダムのうち，分離型ダム事業として計画する方が有利となる可能性のあ
るダム事業の数および割合を表 5－2に示す．同表によれば，Case3(貯水容量 30,000 千 m3クラス





表 5－2 分離型ダム事業が有利となる個数および割合（既存の 255 ダムを対象） 
 完成直後 100 年後 200 年後 
CAP/MAS 220 230 240 
個数 37 40 43 
Case1 
(7,500千 m3) 
％ 14.5 15.7 16.9 
CAP/MAS 210 250 280 
個数 32 48 56 
Case2 
(15,000千 m3) 
％ 12.5 18.8 22.0 
CAP/MAS 210 270 300 
個数 32 55 66 
Case3 
(30,000千 m3) 















































































図 5－8(3) Case3（貯水容量 30,000 千 m3） 分離型ダム事業が有利となる境界線 
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③ 貯水容量が 30,000 千 m3クラスの多目的ダムでは，ダム建設後 200 年の時点で，約 1/4 の多
目的ダムにおいて治水利水分離型ダム事業とする方が有利となる． 
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第 6 章  我が国のダム計画・管理への適用に関する研究 
 



















6.2  貯水池土砂管理のフィージビリティ評価に関する検討 










・ 排砂により貯水池持続的管理が可能か否かは，堆積土砂の粒径 d の影響がかなり大
きい．また，排砂効率 εの影響も比較的大きい． 









 以上より，貯水池土砂管理手法選定の大きな鍵となるのが，下記の 3点であると考えられる． 
 





 ここでは，表 6－1 に示すケースにおいて，「 MARCAP / ～ MASCAP / 図」上で，それぞれの
土砂管理手法が適用可能な範囲を重ね合わせ，土砂管理手法選定の考察を行う． 
 また，下表に示すパラメータ以外のパラメータについては，各案で標準的なものを使用（第 3
章～第 5章参照）するものとし，ダム建設後 100 年後を評価対象とする． 
 
表 6－1 土砂管理手法選定 検討対象ケース名 
貯水池容量 
 
7,500 千 m3 15,000 千 m3 30,000 千 m3 
0.1mm CaseD1-V1 CaseD1-V2 CaseD1-V3 
0.5mm CaseD2-V1 CaseD2-V2 CaseD2-V3 土砂粒径 

















































































































土砂運搬距離 T L 40
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土砂運搬距離 T L 40
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6.2.3  ダム計画・管理への適用に関する考察 




































図 6－4(1) 新規ダム計画 土砂管理手法選定フロー 
① 計画対象ダム貯水池の流入量条件および土砂流入条件を調
査し， MARCAP / ～ MASCAP / 図上にプロットする 














⑥ 排砂バイパス or 
治水利水分離型ダム事
業の適用範囲か 








































































査し， MARCAP / ～ MASCAP / 図上にプロットする 


















































































図 6－5 排砂バイパス設置諸例 
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1) 例えば，財団法人 ダム技術センター：多目的ダムの建設 管理編, pp.143-144, 2005. 
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その成果をとりまとめた．本論文は，第 1 章の序論および本章（第 7 章）の結論以外 5 章で構成
されており，今後有力な対策メニューとなるであろう土砂対策手法が各章に対応するようにとり
まとめた．第 2 章では密度流排出，第 3 章では排砂バイパス，第 4 章ではフラッシング排砂，第
5章では治水利水分離型ダム事業（多目的ダムの治水専用ダム化と利水ダム新設）を取り扱う． 



























































RESCON モデルの適用性が向上するとともに，改良 RESCON モデルにより，フラッシング排砂が従
来の掘削・浚渫による土砂管理よりも有利となる条件範囲が，「 MASCAPMARCAP // ～ 」図
（CAP：総貯水容量，MAR：平均年間流入量，MAS：平均年間土砂流入量）上で明示できる
ことがわかった．また，改良モデルによると，フラッシング排砂による貯水池内堆砂の持続的管























らの結果を「 MASCAPMARCAP // ～ 」図上にプロットし，治水利水分離型ダム事業とする方
がライフサイクルコストの面で有利となるダム事業の条件を検討した． 
その結果，治水利水分離型ダム事業の方が，従来の多目的ダム事業よりも有利となる条件範囲
が，「 MASCAPMARCAP // ～ 」図（CAP：総貯水容量，MAR：平均年間流入量，MAS：平
均年間土砂流入量）上で明示できることがわかった（治水利水分離型ダム事業とする方が有利と
なる条件範囲）．また，貯水容量が 30,000 千 m3クラスの多目的ダムでは，ダム建設後 200 年の時
点で，約 1/4 の多目的ダムにおいて，治水利水分離型ダム事業とする方が有利となった（貯水容
量が大きい方が治水利水分離型事業にする効果が大きい）．さらに，我が国の多目的ダムにおいて，






































励，御教示を賜りました京都大学工学研究科 教授 田村 武先生に深甚の謝意を表する次第です．










著者が学位習得の機会を得たのは，当時，（株）建設技術研究所 大阪支社 水工部 部長であっ
た荒川昭治氏（現（株）建設技術研究所 大阪本社 技術統括部 部長）の勧めからであります．荒
川昭治氏には，著者が（株）建設技術研究所に入社してから今日に至るまで，終始温かい御激励
を賜りました．ここに深甚の謝意を表するとともに，御礼申し上げます．また，現（株）建設技
術研究所 大阪本社 水工部 部長である生田裕彦氏にも，引き続き温かい目で著者の研究活動を見
守って頂きました．ここに御礼申し上げます．さらに，（株）建設技術研究所 大阪本社 水工部の
社員の方々からは，業務を通じて，本研究分野に関して様々な御教授を頂きました．ここに，心
より感謝の意を表します． 
 最後に，本研究の完成を陰で支えてくれた妻小絵子と愛猫アロハに，筆者の感謝の気持ちを贈
りたい． 
